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安
倍
フ
ェ
ロ
ー
シ
ッ
プ
と
は
、
将
来
の
日
米
間
、

さ
ら
に
は
世
界
の
知
的
交
流
を
担
う
人
材
の
育
成
、
社
会

科
学
及
び
人
文
科
学
分
野
に
お
け
る
研
究
者
の
国
際
的
な

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り
を
目
的
と
し
た
研
究
奨
学
プ
ロ
グ
ラ

ム
で
す
。
①
グ
ロ
ー
バ
ル
な
課
題
、
②
先
進
工
業
社
会
や

工
業
化
が
進
み
つ
つ
あ
る
社
会
に
共
通
す
る
課
題
、
③
日

米
関
係
に
つ
い
て
の
課
題
、
を
テ
ー
マ
と
す
る
個
人
の
調
査

研
究
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
対
し
て
研
究
奨
学
金
を
支
給
し
て

い
ま
す
。
米
国
学
術
団
体
評
議
会
（
Ａ
Ｃ
Ｌ
Ｓ
）
の
協
力
を

得
て
、
米
国
社
会
科
学
研
究
評
議
会
（
Ｓ
Ｓ
Ｒ
Ｃ
）
と
ジ
ャ

パ
ン
フ
ァ
ウ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
日
米
セ
ン
タ
ー
（
Ｃ
Ｇ
Ｐ
）
が

運
営
す
る
共
催
事
業
で
す
。

日
米
セ
ン
タ
ー
が
設
立
さ
れ
た
１
９
９
１
年
か
ら
実
施

し
て
お
り
、
こ
れ
ま
で
に
14
期
、
合
計
２
１
８
名
の
安
倍

フ
ェ
ロ
ー
が
誕
生
し
て
い
ま
す
。
こ
の
た
び
、
85
名
の
応

募
の
な
か
か
ら
、
左
記
の
16
名
が
第
15
期
の
安
倍
フ
ェ
ロ

ー
と
し
て
採
用
さ
れ
ま
し
た
。
各
フ
ェ
ロ
ー
は
こ
の
４
月

か
ら
そ
れ
ぞ
れ
の
研
究
計
画
に
従
い
、
研
究
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
安
倍
フ
ェ
ロ
ー
シ
ッ
プ
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
は
、

研
究
奨
学
金
の
支
給
だ
け
で
な
く
、
研
究
の
促
進
と
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
形
成
の
た
め
に
「
セ
ミ
ナ
ー
シ
リ
ー
ズ
」

を
実
施
し
て
い
ま
す
。

そ
の
一
つ
は
、
米
国
の
出
版
社
か
ら
学
術
書
を
刊
行
す

る
こ
と
を
目
的
に
、
安
倍
フ
ェ
ロ
ー
を
中
心
に
十
数
名
の

専
門
家
が
参
加
し
て
、
論
文
を
持
ち
寄
っ
て
討
議
す
る

「
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
」
で
す
。
04
、
05
年
は
、「
ソ
フ

ト
パ
ワ
ー
」「
ト
ラ
ン
ス
ナ
シ
ョ
ナ
リ
ズ
ム
」
を
テ
ー
マ
に

実
施
さ
れ
ま
し
た
。
前
記
事
で
紹
介
し
た
公
開
シ
ン
ポ
ジ

ウ
ム
も
、「
ソ
フ
ト
パ
ワ
ー
」
を
テ
ー
マ
に
し
た
ワ
ー
ク
シ

ョ
ッ
プ
の
成
果
普
及
を
目
的
に
実
施
さ
れ
た
も
の
で
す
。

06
、
07
年
の
テ
ー
マ
は
「
少
子
化
」
で
、
５
月
16
〜
17
日

に
シ
カ
ゴ
大
学
に
て
、
山
口
一
男
シ
カ
ゴ
大
学
社
会
学
部

教
授
（
２
０
０
０
年
度
安
倍
フ
ェ
ロ
ー
）
を
中
心
に
ワ
ー
ク

シ
ョ
ッ
プ
が
開
催
さ
れ
ま
し
た
。

ま
た
、
十
数
名
の
フ
ェ
ロ
ー
が
参
加
し
て
、
合
宿
形
式

で
互
い
に
研
究
内
容
を
検
討
し
あ
い
、
情
報
と
意
見
の
交

換
を
行
な
う
「
リ
ト
リ
ー
ト
」
も
実
施
し
て
い
ま
す
。

2006年1月13～16日、フロリダ州アメリア・アイランドで実施され
た今年のフェローズ・リトリート。教育、安全保障、福祉、海洋な
ど、多様なバックグラウンドを持つ研究者が集まり、学際的、客観
的な指摘を互いに受け、研究内容を再確認する「試練の場」となった

新しい安倍フェローが
決定しました

■クリスタ・アルテンステッター　Christa Altenstetter
ニューヨーク市立大学政治学教授／医療機器規制政策
グローバル化の結果：政策策定レベルの国内外の橋渡し

■有村俊秀　Toshihide  Arimura
上智大学経済学部助教授／環境政策は技術革新を促進
できるか？　日米の比較研究を通じて

■ジェフリー・ブロードベント　Jeffrey Broadbent
ミネソタ大学社会学部準教授／相互依存と普及リスク
交渉：日米独墺の気候変動政策ネットワーク

■アリソン・ブリスク　Alison Brysk
カリフォルニア大学アーバイン校政治学部教授／世界
のよきサマリア人：人間の安全保障のプロモーターと
ネットワーク

■ジョン・デイビスＪｒ． John Davis, Jr
ミシガン州立大学人類学部助教授／人権の育成：日米
アプローチの比較

■リーバ・フェイア　Lieba Faier
カリフォルニア大学ロサンゼルス校女性学センター研
究員／日米におけるＮＧＯと政府の協力：人身売買と
戦うための文化的制度的相違を乗りこえる取り組み

■エイドリアン・ファベル　Adrian Favell
カリフォルニア大学ロサンゼルス校社会学部準教授／
メイド・イン・トランスレーション：ロサンゼルス－
東京移動ネットワークと、アート、ファッション、フ
ードにおける「オフショア」日本文化産業の出現

■ヒロシ・フクライ　Hiroshi Fukurai
カリフォルニア大学サンタクルズ校社会学部教授／日
米の非専門者参加システムの比較分析：日本の裁判員
制度とアメリカの刑事陪審制

■トーマス・ギル　Thomas Gill
明治学院大学国際学部準教授／日米英におけるホーム
レスへの対応：文化人類学的アプローチ

■後藤美香　Mika Goto
電力中央研究所社会経済研究所リサーチ・エコノミス
ト／日米におけるエネルギー産業のダイナミズムと将
来像

■平尾桂子　Keiko Hirao
上智大学文学部人間学教室助教授／家族の教育戦略と
母親の就労：日米比較

■ハロルド・カーボ　Harold Kerbo
カリフォルニア州立工芸大学社会科学部教授／タイ・
ベトナムにおける貧困削減政策プログラム：その効果
と他の発展途上国へのインプリケーション

■ジョシュア・モルダビン　Joshua Muldavin
サラ・ローレンス大学地理学部教授／環境保全、成長
持続と貧困軽減：中国開発における日本による環境Ｏ
ＤＡの役割

■大庭三枝　Mie Oba
東京理科大学工学部助教授／アジア太平洋「地域取り
決め複合体」形成におけるアメリカ要因の分析：日米
関係へのインプリケーション

■ロバート・ペッカネン　Robert Pekkanen
ワシントン大学ジャクソン国際研究大学院助教授／日
本・イタリア・ニュージーランドの選挙制度改革の効果

■タカシ・ヨシダ　Takashi Yoshida
西ミシガン大学史学部助教授／戦争の記憶と植民地主
義の追憶：戦後日本平和運動と博物館の比較分析
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